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　東日本大震災から４年半が経過した現在も津波被
害の大きかった沿岸地域を中心に復興事業が進めら
れている。

いる。本年度は計画の第２期にあたり、本格復興期
間としてより具体的な取組みがなされている。
　復興事業の内容としては、市街地整備や宅地造成、
道路建設、港湾施設整備などがあり、社会基盤の整
備を軸に復興の更なる加速が求められている。これ
らは高台移転や企業立地場所の確保などから切土・
盛土といった地盤に関する工事が主となり、地盤の
基礎的データを得るため様々な地盤調査が行われて
いる。地盤に関する工事は、まず地盤情報を正しく
取得し、それを設計に反映させることが重要である。
　正確な地盤情報を得るための方法として（公社）
地盤工学会により基準化された地盤調査法、土質試
験法が挙げられる。地盤調査法は現地の地盤におい
て実施する土質・地盤調査について定められており、
土質試験法は現場より採取した試料を室内で実施す
る試験について定められている。そこで今回は地盤
調査法について紹介する。
　地盤調査法は土質試験法とともに地盤工学会を代

ぞれ青本、赤本の名称で親しまれている。地盤調査
法に関しては、現場計測などの技術・発展に伴い、
現在は「地盤調査の方法と解説」と改訂されている。
この「地盤調査の方法と解説」は、概略調査、物理
探査・検層、サンプリング、地下水調査、サウンデ
ィング、載荷試験、現場密度試験、現地計測、地盤
汚染調査の方法の大きく９項目から構成されてい
る。それぞれの調査法には適用性と精度があり、地
盤の性状にあわせて調査法を選択しなければならな
い。 （通
称JIS）の認定を受けている。
　基準の数は社会的ニーズや技術の進歩とともに年
々増加している。特に環境問題の重要性から地盤汚
染調査の方法と地盤環境調査の項目が追加されるな
ど、これまでなかった環境問題に対応した調査方法
が加わっている。これには有害物質による汚染土壌
事例が増加傾向にあることや土壌汚染による健康被
害の懸念から、社会的に土壌汚染に関する関心が高
まっていることが背景にある。また、これらの需要

は日本のみならず海外においてもみられ、今後ます
ます土壌汚染に関する調査は必要性を増すと考えら
れる。
　今年、地盤調査法と土質試験法に関する英訳基準
本が出版され、地盤調査法に関しては地盤汚染調査
に関する基準も記載された。日本発の地盤調査・試
験基準が世界とりわけ社会基盤整備が急ピッチで進
むアジア諸国で広く展開されることを期待したい。

 


